
坂井市における
包括的な支援体制のガバナンス

坂井市役所 福祉総務課
生活保護査察指導員 間海洋一郎

重層的支援体制整備事業
国研修
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福井県坂井市 2020.11.1現在

人 口 90,560人
世帯数 32,332世帯
面 積 209.67㎢
高齢化率 28.4%
保護率 0.20%

2040年になると
人口 75,530人
高齢化率 36.6%

・（高齢）地域包括支援センター 委託４か所
・（障害）相談支援センター 基幹1か所 委託２か所
・（子ども）子育て世代包括支援センター 1か所
・（困窮）自立支援機関 直営+委託 １か所
・（地域）まちづくり協議会２３拠点

カニチューブはこちらから 2



高齢福祉課

居宅支援事業所

（ケアマネジャー）

基幹

相談支援

センター

障害者相談

支援事業所
（委託相談事業所）

坂井市 福祉分野相談体制

子育て世代包括支援センター

母子保健
（健康増進課）

利用者支援
（こども福祉課）

子ども家庭
総合支援拠点

ひとり親相談
女性相談

子育て相談

要保護児童対策
地域協議会

児童相談所

連携

連携

一体的に支援を実施

役割分担・連携を図りつつ、
協働して支援を実施

母子保健事業
子育て支援事業

連携

関係機関
連絡
調整

～H29 H30 H31（R1)

障害者相談支援事業所 ２か所 ２か所 ３か所

基幹相談支援センター 1か所（坂井市・あわら市全域） 坂井市・あわら市全域

坂井市 ２か所（三・春、丸・坂）
あわら市 1か所

自立相談支
援機関

（自立相談支援事業）

家計改善
支援事業

社協から専門
職3名が出向

社協から専門
職1名が出向

福祉総合相談室
生活保護と生活困窮者支援を一体的に実施

生活保護

就労準備
支援事業

委託先：社会福
祉法人（障害福祉）

委託先：市社協
連携

連携

連携

市社協

三国・福井
ハローワーク

生活保護受給者等
就労自立促進事業

相談支援機関

就労支援機関

庁内連携

生活福祉資金貸付
日常生活自立支援事業
生活たすけあい事業

地区地域包括支援センター

【高齢福祉課の役割】
地区センター間の総合
調整、地区センターの後
方支援、地域ケア推進会
議の開催等

【地区センターの役割】
担当圏域内の包括的支
援業務、指定介護予防業
務、その他業務の適切か
つ円滑な実施

○高齢者福祉
（地域包括支援センター）

○生活困窮者支援
（自立相談支援機関）

○子ども・子育て家庭
（子育て世代包括支援センター等）

65歳以上 25,815人
75歳以上 13,058人
要支援 797人
要介護 3,565人
認定率 17.0％

特定相談支援事業所・
障害児相談支援事業所

障害者手帳 身体 3,579人
療育 743人
精神 795人

自立支援医療 1,639人
障害福祉サービス利用774人

新規相談受付件数 201人（Ｒ1年度）
生活保護世帯 165世帯

児童虐待通報 56件（Ｒ1年度）
要保護対応世帯72世帯（Ｒ1年度）

○障害者福祉
（基幹相談支援センター等）

専門職1名が出向

担当エリア：４つの日常圏域ごとに、地域包括
を1か所設置（委託先：社福法人、医療法人）
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生活保護のケースワーク
と

なんでも相談

虐待

介護

介護と障害

障害

ひきこもり

母子家庭

住まい
住まい借金

病気

税滞納

地域包括支援
センター

障害担当課

納税係

水道課

市民
障害相談員

市営住宅課

生活保護ケースワーカー
自立相談支援機関の相談員

を兼務（３人で）

平成28年 福祉総合相談室 誕生（というものの・・・）
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多様化・複雑化した福祉ニーズに対応するために

① 生活困窮者自立支援事業の強化

③ 相談支援包括化推進を検討する機会づくり

② 相談支援包括化推進員の配置の検討

・職員増員の検討

・生活保護事業や生活困窮自立相談支援事業を経験した専門職の配置

・直営型
福祉総合相談室（生活保護制度と生活困窮者自立相談支援事業を担当）に配置
市役所庁内の部署との調整機能の強化

・坂井市相談支援包括化推進会議（すべての相談機関が一堂に介する場）の設置

・就労準備支援事業や家計改善支援事業の
任意事業の実施
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6

区 分 備 考（所属等） 加入年度

学識経験者 福井県立大学看護福祉学部 教授(高齢福祉分野) H29～

〃 福井県立大学看護福祉学部 講師（障害福祉分野） H29～

介護 高齢福祉課（基幹型地域包括支援センター） H29～

高齢福祉 高齢福祉課（生活支援体制整備担当） H29～

障害福祉 社会福祉課 H29～

児童福祉・子育て支援 子育て支援課 H30～

健康増進 健康増進課 H30～

生活保護 福祉総合相談室（生活保護ＣＷ） H29～

生活困窮 福祉総合相談室（坂井市社会福祉協議会） H29～

税・税外債権 納税課・税外債権室 H31～

住まい 都市計画課（市営住宅担当） H31～

子どもの教育 学校教育課 H31～

ライフライン 上下水道課 H31～

消費生活 市民生活課 H31～

医療保険・年金 保険年金課 H31～

医療 坂井市立三国病院 H31～

地域力強化 社会福祉課 H29～

地域福祉 社会福祉協議会 H29～

相談支援機関（介護） 各地区包括支援センター H29～

相談支援機関（障害） 基幹型障害支援センター・障害者相談支援事業所 H29～

坂井市相談支援包括化推進会議 委員構成
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多機関で検討する新たな事例検討会議を設置
相談支援包括化推進員は、会議のコーディネーター

平成２９年度坂井市相談支援包括化会議

回次 内容

研修

○基調研修会

講演 「我が事・丸ごと」の地域づくりと

多機関協働による包括的支援体制について」

同志社大学大学院・社会学研究科教授 上野谷 加代子氏

第１回

①坂井市相談支援包括化推進基調講演会の報告

②多機関協働による包括的支援体制構築事業説明

③今後のスケジュール予定

④多機関による事例検討

第２回

各担当分野別グループワークによる事例検討

事例 「8050+障害+困窮」世帯

ねらい ・分野別の見立ての特徴とは

・世帯全体の課題を受け止める視点とは

検討過程

１ 知りたいこと・気になること

２ その人らしく、その人が望む生活を継続していく

ための前提条件

３ 世帯のストレングスと総合的な支援方針

第３回

第４回

第５回

①報告書（案）

②中間とりまとめ

・総合相談の在り方 ・連携ルール

・コーディネーターの配置 ・相談支援シートの開発

まとめ
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各相談機関と協働で“包括的”な相談体制 を構築

●相談支援体制の基本は、相談窓口で相
談を受ける際に、各分野の支援者の視点
をしっかり持つ。

●各相談支援機関において、「丸ごと」受け
止められるよう、インテークをしっかり行う。

●解決できない複合的な課題については、
インテーク・アセスメントを振り返り、
多機関で課題と支援方針を整理する。

●各担当する分野の制度の垣根を外して検
討する。

●継続できる体制づくり

★既存の会議体で解決できない課題を
多機関で検討する相談支援包括化個別
議の設置

★多機関で検討する会議の
コーディネーターとして
「相談支援包括化推進員」を位置づける

★ワンストップでなく連携型

支援者の
視点

行政担当者調整

相談支援包括化個別会議

相談支援包括化
推進員の担当域

①情報共有
②情報整理
③生活の多面的な理解
④新たな視点の気づき
⑤チームによる 支援方針
の決定
⑥役割分担
⑦相互理解によるﾈｯﾄﾜｰｸ

分野別の
BC

分野別の
BC

ａ 各相談支援機関
インテーク

BC
（ベースキャンプ）

（
機
能
Ｂ
）
地
域
の
様
々
な
相
談
を
受
け
止
め
、

自
ら
対
応
又
は
つ
な
ぐ
機
能

（
機
能
Ａ
）
多
機
関
協
働
の
中
核
を
担
う
機
能

○解決に向けた対応
・単独あるいは関係
機関と協力しながら
自ら対応
・自ら対応できないケ
ースは適切な機関に
引き継ぐ

○相談を受け止める機能
・分野横断的・複合的な相談であっても受け止める

個別支援から派生
する新たな社会資源・
仕組みの創出
の推進

多機関の
ネットワークの構築

他の領域の知識を知る
情緒的支え合い

受理

各分野別の支援会議
・地域ケア会議
・障害者ケース会議
・生活困窮者支援調整会議
・要保護児童対策ケース会議

介護 健康子育て障がい
生活
困窮

ｂ 行政

Ａ世帯

社会
福祉課

高齢
福祉課

子育て
支援課

健康
増進課

福祉総
合相談

支援のための思考の拠点

制度の狭間・隙間や、
課題が複合化・複雑
化したケースにおける
支援調整
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平成３０年度坂井市相談支援包括化会議
回次 内容

研修１ 坂井市相談支援包括化推進会議 中間報告会

研修２

講演 「地域共生社会の実現に向けた包括的支援体制と

生活困窮者自立支援法の改正について」

講師 厚生労働省社会・援護局地域福祉課 生活困窮者自立支援室

自立支援企画調整官 鏑木 奈津子 氏

第１回
Ｈ30年度相談支援包括化推進会議について

連携したいケースについての意見交換

第２回
グループワーク

「アセスメントをもとに制度の狭間や複合課題を検討」

第３回 実際のケースを使用し相談支援包括化個別会議を検証１

第４回 実際のケースを使用し相談支援包括化個別会議を検証２

研修３
「子ども家庭支援の連携」

講師 福井県総合福祉相談所 こども・女性支援課 課長 芝 康弘 氏

研修４
「相談支援・連携・協働をよりよいものにするために」

講師 明治学院大学社会学部 社会福祉学科 教授 新保 美香 氏

第５回

①相談支援包括化個別会議の実績について

②相談支援包括化個別会議の流れとルールについて

③多機関協働による相談体制のイメージ図

④既存の会議体（個別ケース会議）の整理

第６回 坂井市相談支援包括化推進会議最終報告書の検討

個別会議（さかまる会議）のルール化まとめ

さかい市民の相談をまるごと受け止める会議 9



坂 井 市 民

坂井市の包括的支援体制 基本的な考え方

①多重・複合課題をもつ世帯
②支援が膠着している世帯
③既存のサービスでは解決できない課題のある世帯
④課題の掘り起こしが必要な世帯

相談
調整

相談支援包括化推進
個別会議

（さかまる会議）

子ども 生活困窮障害者高齢者

福祉総合
相談室

健康増進課
子育て支援課
学校教育課

社会福祉課
各支所

高齢福祉課
基幹包括支援
センター

自立相談支援機関
子育て世代包括支援

センター
学校・保育園等

障害者相談支援
委託事業所
基幹事業所

地域包括支援
センター

調整 調整 調整

【メンバー】
市民福祉部の各相談支援機関の所管課、
市他部局の関係課、
各相談支援機関、市社協

【内容】
複合的な相談に対する課題整理
支援に向けた総合的な援助方針と役割分担
解決できない課題を整理

住民サービスを
提供する行政窓口

調整
住民の相談を
受け止める窓口 調整

市民生活課

納税課

保険年金課

都市計画課

三国病院

住民から相談や、困りごとを発見し
た際に、主たる問題の所管する機
関を紹介する

社会福祉
協議会

民生委員

福祉委員

福祉の会

生活課題

など
など

【役割】ケースの情報整理 係機関等との連絡調整 など

相談支援包括化推進員

10



さかまる会議の進め方

ルール 内 容

法的根拠
生活困窮者自立支援法第９条（支援会議）
坂井市相談支援包括化推進会議設置要綱

会議の日と
開催時間

定例開催 月２回 90分／事例
第２第４火曜日の午前（一部9：00～10：30 二部10：30～12：00）

会議の
開催動機

多重・複合課題をもつ世帯について、支援機関が「困ったとき」で、支援機関だけ
では解決できない課題があるとき

メンバー

１．福祉分野の行政担当課
①社会福祉課（障害福祉係）
②基幹型包括支援センター
③健康長寿課（母子保健係）
④子育て支援課
⑤福祉総合相談室（生活保護係）
⑥自立相談支援機関
２．市社協（地域力事業係）
３．行政内の関係課（紹介担当課と相談支援包括化推進員で協議）
４．各課が所管する相談支援機関
（行政担当課がケースに応じて参加依頼）

担当係を固定

毎回 15名程度が参加

→要綱改正を予定（社会福祉法第
106条の６支援会議に根拠替え）
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制度や対象者の枠をはずして検討する
２つの会議体

坂井市相談支援包括化推進会議
個別会議

（愛称：さかまる会議）

対象 相談支援体制 ケース

目的

①各相談機関の業務内容の理解
②相談支援の包括化を図るための各
相談支援機関との具体的な連携方法
③個別会議から明らかとなった地域住
民が抱える福祉ニーズの把握
④地域に不足する社会資源の創出へ
の機会

①関係機関の情報共有
②情報の整理と課題の明確化
③生活の多面的な理解
④新たな視点の気づき
⑤チームによる支援方針の決定
⑥役割分担
⑦相互理解によるネットワーク

さかい市民の相談をまるごと受け止める会議
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回次 内容

第１回

①多機関協働による包括的支援体制構築事業とこれまでの坂井市

相談支援包括化推進会議

②さかまる会議の実績報告とルールの説明

③グループワーク（連携心得をつくろう）

研修

「地域共生社会」の実現に向けた取り組みの推進

厚生労働省社会・援護局地域福祉課

課長補佐小野 博史氏

地域共生社会の創出に向けたソーシャルワークの展開

同志社大学大学院 社会学研究科教授

上野谷 加代子 氏

アンケート

実施

さかまる会議について

相談業務について

第２回
①さかまる会議のアンケートの結果報告

②グループワーク（さかまる会議を実のある会議にするために）

第３回
①さかまる会議の実績報告

②グループワーク（さかまる会議から気づいたこと）

第４回

①事業のふりかえり

②さかまる会議の実績報告

③来年度の坂井市相談支援包括化推進会議について検討

令和元年度坂井市相談支援包括化会議

福祉相談を受ける市職員
相談業務委託先職員

の全員

個別会議（さかまる会議）の効果検証まとめ
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さかまる会議 ６つの機能

・制度の狭間・隙間や課題が複合化・複雑化した対象者を様々な機関か
ら知恵を出し合うことにより、新たな発想が生まれ、支援のきっかけを
作ることができる。

①対象者への支援

・まだ支援に関わっていない機関が、情報を事前に得ることにより、支
援対象が実際に関わることになった場合に、迅速に支援を提供すること
ができる。

③予防的な視点

・定期的に困難な課題に取り組むことにより、問題解決に向かう意識が
醸成される。行政職員や相談に携わる職員の信頼関係が構築がすすみ、
支援の連携を行うことがスムーズになる。

②ネットワークの構築

14



さかまる会議 ６つの機能

・幅広い分野の職員が一同に会して、様々な見立てや支援策を聞くこと
により、行政職員や相談に携わる職員のレベルアップにつながり、幅広
い知識を持った人材を育成することができる。

④職員のスキルアップ

・多様な分野の参加者が様々な視点から意見をもらう、新たな発想よる
支援方法が生まれる。そのノウハウを蓄積することにより、同様の困難
事例への対応が速やかにできる。

⑤支援手法の開発や蓄積

・支援に携わる機関が、世帯の課題が複雑で支援に行き詰まったり、
様々な分野の職員との連携が必要になったりした場合に、課題の整理や
役割分担を支援することができる。

⑥支援員の負担軽減

15



回次 内容

第１回

①多機関協働による包括的支援体制構築事業とこれまでの坂井市

相談支援包括化推進会議

②さかまる会議のルールの説明

③グループワーク（包括的な相談支援体制に必要なもの）

第２回
①ひきこもり連絡会について

②グループワーク（市職員や専門職が地域と連携できること）

第3回

①中核機関についての報告

②グループワーク（包括的な相談支援体制を充実させるために、

今後に取り組むべきこと）

研修

居住支援について国の動向

国土交通省安心居住推進課田代洋介氏

居住支援法人としてのとりくみ

丸岡土地開発代表取締役下田 重朗氏

坂井市における居住支援についての調査研究

東海大学工学部建築学科 特任准教授後藤 純氏

第４回

①事業のふりかえり

②福祉保健総合計画及び地域福祉計画について

③重層的支援体制整備事業について

令和2年度坂井市相談支援包括化会議

令和３年度より重層的支援体制整備事業へ

16

・グループワークの人数を制限
・アクリル板を設置
・ZOOMの活用

意見を集約し
地域福祉計画に反映



第３次福祉保健総合計画の策定

〇第３次福祉保健総合計画は、市の福祉保健に関わる基本方針を示すとともに、高齢・介護、
障がい、健康、成年後見、自殺対策、地域福祉に関する個別計画を一冊にまとめる。

総合計画（基本構想、基本計画）

まち・ひと・しごと創生総合戦略

地域福祉計画 【社会福祉法、生活困窮者自立支援法】

健康２１計画（健康増進計画） 【健康増進法】

高齢者福祉計画
【老人福祉法、
介護保険法】

障がい者計画

【障害者基本法】

自殺対策
計画
【自殺対策
基本法】

障がい者福祉
計画・障がい
児福祉計画
【障害者総合支援
法・児童福祉法】

介護保険
事業計画

【介護保険法】

地域福祉活動計画【社会福祉協議会計画「第3次かたいけのプラン」】

整合・統合

市
の
そ
の
他
の
計
画

連携・連動

連
携

第3次福祉保健総合計画

子ども子育て
支援事業計画
【子ども・子育て支援法】

整合・統合

成年後見
利用促進
計画

【成年後見利
用促進法】

食育推進
計画

【食育基本法】

その他
福祉保
健関連
計画

整合・統合

重層的支援体制整備事業実施計画

17



坂井市組織図（抜粋）令和３年４月



・相談支援体制の評価、強化推進

・各分野に横断的にまたがる課題の検討

・重層的支援体制整備事業のPDCA

・地域づくりの推進・課題別協議のPDCA

・関係機関等のスキルアップ研修 etc

重層的支援体制整備事業推進会議

健康福祉部+委託機関

・これまで国モデル事業
（多機関協働事業）におい
て構築してきた、「どの窓
口でも相談をうけとめる体
制整備」をさらに推進

坂井市地域共生社会推進会議

①福祉保健総合計画の進捗確認 ②重点事業である重層的支援体制整備事業の進捗確認 ③その他福祉政策に関すること（審議会機能）

重層的支援体制整備推進会議体制（案）

高齢者福祉・障害者福祉・児童福祉
その他の福祉各分野の共通的事項

①福祉保健総合計画

高齢 障害 子ども

【各種関連計画の関係イメージ図】

各
分
野
個
別
の
事
項

健康

包括的支援体制の整備に関する事項

②重層的支援体制整備事業
実施計画

健康福祉部+社協＋まち課

・コミセン単位で地域の課
題を見える化

・共生のまちづくり、参加
支援事業を推進

②地域づくりWG

各分野における課題を検討するもの

分野を横断するもの

各計画や施策等と重層的支援体制整備事業推進会議を、部事務局を中心に一体的に推進することで、各施策が幾重にも重なった体制を整備する。

さかまる会議（定例）
支援会議（社会福祉法第106条

の6）、各機関等が抱える困難ケー
スに対応するための事例検討や情報
共有、支援プランの作成を行う。

参加支援・アウトリーチ
会議（随時）
参加支援事業及びアウトリー
チ事業活用検討する。

重層的支援会議
対象者を限定しない個別会議

①相談支援体制WG

地域ケア
会議等

自立支援
協議会等

要対協
議会等

健康なまち
協議会等

学識
健康福祉部
関係部局
委託機関

・ひきこもり支援連絡会
・権利擁護（中核機関）
・居住支援協議会
・子どもの貧困
・孤独・孤立
・ヤングケアラー etc
これら以外にも、顕在化
してくる可能性がある。

課題別の協議会の例

吸い上げ、分析等

報告

参

画

健康福祉部各課参事、補佐等で構成
部事務局

各分野の課題の把握、重層的支援体制整備事業推進会議の企画立案、地域共生社会推進会議の運営など

課
題
と
し
て
挙
げ
ら
れ
た
も
の
を
検
討
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○既存の仕組みを活かし、どの相談窓口においても、住民
から相談を受け止められるよう、各分野の相談支援機関が
断らない相談支援を実施するとともに、多機関協働事業と
一体的に整備。

○社会福祉協議会に委託して、コミュニティソーシャルワーカー（CSW）を配置

・地域住民による見守り、発見、つなぎのセーフティネット体制づくりを支援。

・『ふくしの会（民生委員・福祉委員・区長で構成）』の見守り強化と地域の課題把
握から課題解決を試みる手法を検証。そのうえで、まちづくり協議会やまちづくり団
体等との連携方法などを検討。

重層的支援体制整備事業

◎アウトリーチ等を通じた継続的支援事業

○複雑・複合課題があった場合、相談支援包括化推進員
（多機関協働事業者（直営））が、各相談支援機関から相
談を受け、各機関同士のコーディネーターとして調整（個
別ケースは持たない）、各機関が同一の認識のもと、役割
を分担をするための会議（さかまる会議）を開催。

◎多機関協働事業

◎包括的相談支援事業

◎地域共生のまちづくり事業（地域づくり事業）

○既存の仕組み（専門性）を活かしつつ、それぞれが役割を少し広げ「のりしろ」を出し合うことで狭間を埋め、断らない・取り残さな
い、持続可能な地域共生社会の実現を目指す。
○地域住民主体の活動を支援し、ふくしの会（地域福祉推進基礎組織）やまちづくり協議会など身近な拠点において、体制整備を推進。

障がい系の社福法人に委託し、福祉総務課に支援員を配置。
・義務教育終了後の若者であって、何らかの困難を抱えてい
る者・世帯
・障がい受容がない者への信頼関係の構築に向けた丁寧な働
きかけ
等、既存の機関だけでは関わりにくいケースにつながり、日
頃からの重層的支援体制のもと各相談支援事業所と良好な関
係性を構築しつつ適切な機関へつないでいく。

◎参加支援事業
○社会福祉協議会に委託し、福祉総務課および社会福祉協議会にそれぞれ参加支援コーディ
ネーターを配置。包括的相談支援事業、多機関協働事業、アウトリーチ事業で把握した個別
ケースに介入し、地域共生のまちづくり事業と協働しつつ、参加支援をコーディネート。
【事例】アウトリーチ支援員から参加支援コーディネーターにつながった、発達障がいかつ狭義のひきこもり状態にある方の参加を支援す
るため、地域のボランティア団体に働きかけ特性や環境について勉強会等を企画、本人と調整のうえ、ボランティア活動を支援。

参加支援
コーディネーター

協
働

持続可能な地域共生社会の実現をめざして
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さかまる会議 心得
第一条 情報不足と感じても、会議に挙げるべし。
第二条 会議開催の連絡があったら、「必ず参加します」言うべし。
第三条 会議のはじめに目的を共有するべし。
第四条 支援者のしんどさを共有するべし。
第五条 メンバーから聞かれて、わからないことは、「わからない」と伝え、メ
ンバーは責めるべからず。（必要な情報収集は、その会議で内容と役割
分担を決める）
第六条 質問は、質問の前に意図を伝えるべし。
第七条 他の機関の意見を否定するべからず。
第八条 自分の担当の役割、会議メンバーの担当の役割にこだわらず、
積極的に発言するべし。
第九条 守秘義務を徹底するべし。
第十条 生活者・ＱＯＬの重視、エンパワメント（利用者自身による問題解
決）、支援対象者の主体性を尊重するべし。
第十一条 制度に捉われない支援の方法を考えるべし。 22



さかまる会議の実際 事例：基幹包括からの案件

世帯状況

84

52

23 参加した機関 担当

子育て支援課 子育て支援

社会福祉課 障害福祉

健康増進課 健康増進

自立相談支援機関 困窮者支援

基幹包括支援センター 介護

地域包括支援センター 介護

社会福祉協議会 地域福祉

上下水道課 水道料金

保険年金課 国民健康保険

都市計画課 市営住宅

税外債権管理室 滞納処理

福祉総合相談室 生活保護

相談支援包括化推進員

孫世帯は市営住宅で暮らしてき
たが、家賃は滞納、部屋はゴミ屋
敷となったまま、祖母の家に転居
してきた。
嫁はスーパーで仕事をしていた
が脳梗塞となり、入院している。
孫は定時制高校卒業後、仕事が
長続きせず、現在も無職。

孫

嫁

祖母

役割分担

基幹包括支援センター
病院の地域医療連携室と連携して、嫁の病状等を支援
の必要性を確認する。

地区包括支援センター
病状に応じて、退院カンファレンスに参加。地域ケア個別
会議の開催。

税外債権管理室
水道料金、市営住宅家賃、国保税、軽自動車税の滞納に
ついての調整。

都市計画課 連帯保証人に、ゴミ屋敷、滞納の件について相談する。

自立相談支援機関
地域ケア個別会議に参加。孫に対しての就労準備支援
事業利用等の就労支援を検討。

社会福祉課
病状に応じて、退院カンファレンス、地域ケア個別会議に
参加。
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0

2

4

6

8

10

12

高齢者の単身 障害者の単身 高齢者

と独身

の子

3世代

同居

子どものいる世帯 ひとり親

世帯の類型

H31年4月～R3年1月

会議回数 31回

実世帯数 27世帯

さかまる会議実施状況

のべ参加数 437人

平均参加者 14.1人

単身世帯
４回

複数世帯
27回

0

2

4

6

8

10

12

高齢福祉課

（基幹包括）

子育て支援課 社会福祉課

（支所含む）

福祉総合相談室

(生活困窮)

その他

事例提供の分野
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さかまる会議集計結果

相談時の課題数の平均 8.6ケ

最 大 15ケ

最 小 4ケ

0

5

10

15

20

25

経済的困窮 障害

疑い

家計

管理

家族

関係

債務

滞納

障害 支援

拒否

居住

支援

介護 病気

けが

ひきこもり 移動 育児

養育

就労

支援

相談時の課題

0

5

10

権利

擁護

依存症 ごみ

屋敷

不登校 ひとり親 家庭内暴力 近所と

のトラ

ブル

多子

世帯

４人

以上

外国籍 虐待 非行 刑余者

アウトリーチ支援を導入したことに
より、ひきこもりを課題に挙げる
ケースの割合が低下した。
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デジタルホワイトボードを活用した遠隔カンファレンス
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